
参近、
香時

第 140巻第1・2号

社会の共同資産と財政学一 u ・...・H ・ - … ・ ー池上 惇 1 

日本における結婚費用とそのための

貯蓄…， …… ……・田ー・・チャーノレズ・ユウジ・ホリオカ 17 

金輸出再禁止以降の日本の貿易 奥 和義 32 

シスモ γティ・ロマ γ主義の再検討(下〕 ・・・長 岡 延孝 56 

先進国 後進国間関係と国際価値論・・・・ー・ 小 倉 明 浩 73 

資 料紹介

ヴィーン大学講義目録における

オーストリア学派 "ー・・...・， 池八 木田 孝紀一郎弘 89 

昭和 62年 7・8月

草郡式事経浮毎号音



(73) 73 

先進国一後進国間関係と国際価値論

小倉明浩

I は じ め に

現代の世界経済において，先進国と後進国との聞の経済的格差が大きな問題

となっているo 経済学においても，このことは重要な領域となり，様々に理論

化されてきたヘ そして，研究の蓄積は，次のととを明らかにしたようにおも

える。すなわち，両者間の格差は，先進国の発展開始が早く，後進国のそれが

遅かったというような，単なる発展程度の問題ではなし世界経済の構造によ

るものとして考察するべきことが明確になった"。

資本主義世界経済における先進国一後進国関係は具体的には両者の聞の国際

分業に体現されるo

国際分業の編成，そして，そこでの商品の価値，価格形成という側面に，先

進国一後進国間関係の基礎を見出だそうとした理論として，国際価値論がある。

この理論は1936年，名手口統一氏によって提起されへ その後多数の論者によっ

て論争が繰広げられてきた430 この論争で各論者が明らかにしようとしたこと

1) 1I1Jえば， W.Wロストウの発展段階説，日 W.シンガー， Rプレピッシュの交易条何論，
G. ， ， ルダ ルの累積的因果関保論， マルクス経常芋における帝国主義論的接近， 新植民地
主義論，従属論等が挙げられる。これらの議論については，小野干一郎編『南北問題の経済学』

同文棺1981年本多健吉町正開発国怪首論の構造』新評論1970年等を参照。
2) マルクス経済学に担いては，こ白点はいわば自明白ことであった。しかし，この点が重要な視
点として改めて注目されるようにな Jたのは，いわゆる従属論出現叫降。ことであろう G 近代経

済学においてはミュールダールによってこの点が重要視されたo CG. Myrdal， Economic TA山 'Y
叩 dUnderdevel，中edRegions， 1957小原敬土訳『睦済理論と低開発地棋』東洋経済新報社1959

年。
3) 名和統一「国際貿易ニ於ケル価値問題」大阪商科大学 U 経済研究」第 B~. 1936年。

4) この論争については，木下悦二編『論争国際価値論』弘文堂1960年，中川信義 rl日国際価値論
争の総括一国際価値論争の現段階」原因企郎訳『新国際価値論争』拓殖書房1981年所取j を
見よ υ こ白論争ば大きくはーつの意見町同で争われた(中川1前掲論文，日島瀬五洋「国際価値論」ノ
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は， 国際価値法則"の貫徹によっていかに後進国が先進国に搾取されるのか，

という問題であったロ豊かな先進国と貧しい後進国との格差の原因を資本主義

の去礎法則である価値法則に求めようとするこの理論は新鮮かっ重要な問題を

提起するものであった。

我々は本稿で，この問題意識をうけて先進国一後進国関係分析におけるその

位置を検討Lょう。

II 国際分業の利益と不等労働量交換

国際価値論の先進国 後進国間関係分析のキータームは国際間の搾取である Q

国際聞の搾取について，国際価値論の諸論者は次の点で一致しているように思

われる。すなわち.世界市場における価値法則の修正的の結果， 国民的生産力

が異なる諸国間では生産力差に従って不等労働量交換がおこなわれるが，この

不等労働量交換を搾取とする点、である。この搾取概念によってどのように先進

国 後進国間関係は説き明かされるのであろうか。

マノレクスによれば貿易によって後進国が利益を得るときですら，後進国は先

進国によって搾取されるというへ搾取の 方向性と貿易利益獲得の双方向性，

この脈絡を先進国一後進国間関係理解のうえで，いかに把握すべきなのだろう

¥ 

界的平均労働を認め'国際個別価値間への市場価値法則の適用を肯定する見解【これは中川信義
正 村岡俊三氏に代表される〉があり，他方にそれを否定し， 国際価値法則を国民的価値聞の
関需を規定するものとする見解(木下慨二氏に代表される)がある。両見解の相曜は世界市場町
とらえかたの差にあると考えbれる(佐藤秀夫「国際価伯論とその上向的展開!上 下IiArtes 
liberalesll No. 28， 29， 1981年7. 12月，上 p.121参照〕。本稿で前者の立場に立って議主命を進
める。従ヲ乙国際市場価値，国陣個別価値，国民的価値の三輔念によって考害するロなお，困
際価値l 世界的平均労働を実体をもつものとして認める論拠については，村岡俊三『マルクス世
昇市場論』新詐諭1~76年. pp. 153"-'166，あるいは同「世界市場」木下悦三村岡俊三漏『賢本
論体系8国家・国際商業・世界市場』有斐底1985年所収， pp. 266-269をみよ。

の ここで，国際価値告則とは国際価値論で議論されてきた価値怯則の悼jf. 貨幣の相対的価値の

相違等，国際市場価値決定原理を言う。
6) Marx， K. Dαs Kapital， Bd. 1， Kar1 Marx-Friedrich Engels Werke， Bd. 23， Dietz Ver 
lag. 1962. S. 584. rr資本集』第巻マルクスエンゲルス全集22巻 p.128，参照

7) Marx， K. T.加 erienuber den Mehrwert， Werke. Bd. 26， Dritter Teil， Dietz Verlag， 196B， 
S. 101 岡崎次郎，時永調訳『剰余価憧学説史』国民文庫版第7分冊.pp. 185-1860 
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か。これまで多〈の論者はこの問題を，先進国は後進国の犠牲(不等労働量交

換〕によってどのように利潤率を上昇させうるのか，という視角から議論して

きたへそこで，貿易利益の獲得と不等労働量交換=搾取との関連を確認する

ことによって，この課題に接近していこう。

国際価値論における貿易利益に関する議論は，貿易による超過利潤ないし特

別剰余価値についての分析を通しておこなわれてきた。この分析の設定はリカ

ードゥの比較生産費説におけるのと同様，それまで貿易を行っていなかった=

国が世界市場において接触した瞬間の状況を二国二財毛デルで表したものであ

るω川。このような設定が示Lている ζ とは， 国際価値論で議請さわしてきた貿

易利益は閏際分業を形成するこ 2こによる利益であるということである。

国際価値論でなされたように二国二財そデルで考えよう。二国， A， B 国は，

A国が先進国， B国が後進国である。すなわち， A国の生産力が両部門におい

てB国に勝る。第一商品は生産財，第二商品は消費財と L 両商品とも生産財

と労働を用いて生産される。労働強度には両国間で差がないと仮定しよう。

国際分業が両国の剰余国値率(価値タームの議論であるから利潤率ではな

し、)に与える効果を分析するために，国際分業が行われていない時の両国価値

体系じ行われており国際市場価直が成立している時の体系を比較する。分業

8) 例えば，松井清氏は「生産力の高い国の生産者は全体として国際市場価値よりも低い価値をも
のて生産会行い超i高利潤を実現する。これに対して生産力白低い国の生産者は国際市場価値以上
の岡別価値をもって生産を行っているため自国の5苦闘の一定部分を実現できないJとされている
し，また中川信義氏は「個別拒副直以上白服売によ勺て得らわる国際超過利潤または国際特別剰余
価値は国際不等価交換にもとづくのではなく，国際等価交換，すなわち，国際価値通りの吏換に
もとづ〈搾取によって持られるものであるo こラして，国臨超i昌利潤または国際特別剰余価値ま

国際価値と個別的価値との差額として把損されねばならなし、」というように議論を展開して主ら
れる(松井清『世界経由論体系』日本評論社1963年，ド日，中川缶詰「国際価値請の理論問題」
久保軍[-，中川信義編『国際貿易論』有斐閣1981年， p.73)。

め このようなリカ ドゥの設定をとることに反対する論者としては柴田国弘氏がいるく「貿易の
超過利潤白木質と源泉と作用についてJW金沢大学法文学論集経済学篇125号， 1979年2月サ

即日-1旦2止等の諸論戊参照〉。氏は先一進国輸出部門の生産力上昇によって生じた均崎の廃吉
の再均街ヒ直轄を問題とされている門

10) リカ ドゥの『原理』第7章での設定は，本県，すでに貿易が行われている状況において，も
し，貿易が行われな〈なった時には生産力白樺退が生じると ti"推論するものであったことが行
沢健三氏によって指摘されている『リカード『比較生産費説』の原型理解と変斤理解JW商学論
纂J15巷 6号. 1974年3月〉。
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後の国際市場価値は貿易収支の均衡を満たすものとなることを仮定しよう。

国際分業が行われていない場合の価値体系は各商品の生産に投入される生産

財と労働の量が技術的に与えられれば決定される'"。そのようにして得られる

各財一単位の国民的価値を v/(iは国 Jは生産財か消費財かを示す・ t=a，

b， j=l， 2，) とする。両国商品の生産方法は異なる。つまり生産力差が存在す

る。両商品生産部門の両国間生産力差を，生産財につい亡は，Vlb / vl"=l，消

費財については，V2b I v2Q =m とL，l>m>lと仮定しよう o この ζ とは生産

財生産部門にお吋る生産力差が消費財生産部門におけるそれを上回ると仮定し

たことになるロ

ここで，貿易の利益を Vl"/ V2，"<旬，'/り九という枠組みで考察するか，Vlb / 

Vt">V2l> Iむよという枠組みで考察するかを選択しなければならない。前者で

は国内相対価値の国際的相違，後者ではそれぞれの部門の両国間生産力差が問

題となる。

前者で考えた場合，そこで問題となるのは両財の相対価値であるから，輸入

品の価値は輸入品を生産するに要した労働量としてではなく，輸入品と交換に

輸出きれた財の価値としてしか把揮されない。この価値は交易条件(両商品の

交換比率)に依存する1ヘそこでは，国民的生産力差は背景に退いてしまい，

交易条件が決定的要因となる。我々にとって，課題は国民的生産力差による不

等労働量交換と貿易による利潤率上昇との関連にあるのだから，やはり後者の

論理によっての議論が要請される。これは国際価値論り方法でもある。

さて，国際分業が行われている二国を考えよう。国際価値法則によって国民

的生産力差ほ lとm の加重平均として決まる山。これを η Cl>n>m) としょ

1I) 躍塩信雄『マルクス経済学』筑摩書房， 1974年， p. 12。
i砧乙ぬ〉 こ白

1叩0月， pp. 51~61 を参照。

13) ただL-.国民的生産力差をより大きい生産力をもて〉基軸産業の生産力とする見解もある(吉村
正晴「国際価値論争¢ー中心点J1952年2月，木下絹前掲害所収， p. 241.名和統一「外国貿易
と利潤串」問書所収， pp. 114~1l5)。 この見解は先進国の世界市場における主導性を取入れた
理論イヒの試みとして評価できる。
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う。今，議論を簡単にするために B国の労働一単位が世界的平均労働に等し

いと置ドペ このもとで両国の各財の国際個別価値〔これを VJ と表す〕を

見れば B国生産財のそれは，V1b=Vlb (=lvlつとなる。 A国生産財について

は A国労働はB国労働に比べ国民的生産力差だけ比重の大きい労働なのであ

るから，つまり B国労働の n倍の価値を生むものとして評価されるのだから，

V1"=nvl"となる。一方. B国消費財国際個別l価値 V，'は V2，b(=mV2つであ

り. A国消費財国際個別価値 V2" は nv'}." となる。両財価値の両国間におけ

る大小関係主見るならば，

V，"二 nVlaニ (n /l) ・ v，;~ (n / 1)・V，'

v~a=nv~a= (n! m) . V2b= (η / m)・V，'

となり ，l>n>mより . V，"<V.ιV2
a> V~b ， となる。よ勺て. A国が生産財

を輸内 L.B国が消費財を輸出する誘因が働き』国際分業が行われる1日。

次にJ 国際分業の結果，国際市場価値が成立し，輸出入が均衡に達した時の

価値体系を考察しよう。貿易の効果のみを分析するため，投入物(生産財，労

働力)の価値変化による生産技術の変化はないものとする。このとき，国際市

場価値がどのようにきまるのか。分業後の国際個別価値を VJヘ国際市場価値

を vfとする。 ここで， Vj
悼と VJ*は同値なのであるが，考察の便宜のた

め，記号をわけでおく。

A国の場合，分業後の均衡における生産財価値目"*は， 生産技術が変わら

ず，投入する財の輸入がないから，分業前と同じである (V，"*~V，つ。 消費財

の価値は，市場価値法則を単に適用すれば輸入品の価値と国内生産品の価値と

14) 本来は世界的平均封働は両国国民的労働の生産刀の平均の生産力を持つ者働である。
15) こり点についt詳し〈は， 本原行雄「国際価檀柿の盲点J，東京怪人会誌Jl114号， 1972年12

月， pp. 98~101，佐藤前掲論文上， P 125をみよ。 ζの様に比較生産力差によって， 貿易の開
始を説明することには計t判が多い(例えば有賀定彦|比校生産費説と困際分業一不均等発展の法
則との関連について J ，尾道短大紀要~ll 号. 1967年1月， P 37，庄司哲太「国際経済の構成
について 行沢教授の『国際経済学』に関連して J ，東北大学経済学Jl56， 59， 19叩年7月，
1961年3月j 上 pp.52--叩たど〕。 しかし，ここでは， 比較生産費差の存在を分業の必然性を
示すもりとして考え亡いるのではない。分業が行われるための条件としているのである。なお，
貿易り必炉壮に関する諸議論については吉信粛『貿易論講義』玄文社1983年第三章を含冊。
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の加重平均として決まる。しかし，国内生産品とより安い輸入品との聞の競争

は分業後の市場価値を輸入品価値にまでお Lさげる。なぜなら，両者の中聞に

市場価値があるかぎわ，輸入品は特別剰余価値を獲得でき B国内で新規参入

者を招き入れるのに対L， A国内生産品は負の特別剰余価値を被~ .この部門

から資本が流出するからである。また.A園内資本のこの部門への残留は輸入

品正同程度にまで生産力を引上げることによってのみ可能となるからである。

従って，分業後の均衡における消費財の価値目岬は. B国の分業後の消費財

価値 V2
b*に等しくなる。そしc， これが国際巾場価値である (V，*=V，吋=

v，，，.o*)。分業前においては，両国消費財価値は VZ">VZ
b とL、う関係にあったか

ら V，*と V"， の大小関係は V2*と V}の大小による。

B国の場合，分業後の生産財価値 V，帥ばA国の消費財部門におけるのと

同様，結局輸入品の価値に一致する。そして，そこに国際市場価値が決まる

(V，*=V，時=V1
b*) 0 V1b> V1a であったから • V，時=V，" 1::考えあわせて，

V1*<V1
b である。消費財について見てみると， それは投入する生産財の価値

の変化によって影響を受ける。分業後の国際市場価値 V，本は分業前の価値 V，'

より小であったから，分業後の消費財国際市場価値 V，* は分業前のB国国際

個別価値 V，'より小であると言える。

V2*<VZb であることがわかれば.V，>V，'より V，*<V，である。

以上により，分業前後の商品価値の大小関係が確定できた。これにより，分

業を行う国民経済は行わない国民経済に比べて商品価値の下落，すなわち社会

的労働生産力の上昇を享受できることが示された。通常，消費財が賃金として

支払われる(可変資本として充当される〕と考えられるから，以下により，貿

易は剰余価値率を上昇させると言える'"。

16) 未庁調率の上下についても議論が必要であるが，それについては，片野彦二『生産と分配に闘す

る貿易効果の分析」神戸大学経済経営研究所1961年，同 Production Theory 0/ Internatio四 l

Trade， The Research Ins山tutefor Economic & Business AdminiはratI{)ll，Kobe University， 
19回 を参照のことu そこでは置オ主信堆氏による価値諦，生産個格論の定式を採用してj 労働価

憧説によって貿易の剰余価値毛利潤率への効果が分析されている。ただ，両国価値体系が国民

的生産力差ではなく交易条件によって桔びコけられているよめ固際価値請の側からは評価され/
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この様な貿易の利益の性格について考えてみるならば，それは技術進歩にお

けるのと同様，商品価値の低下という社会的労働節約の利益である。先進国，

後進国の輸出部門で獲得される超過利潤ないし特別剰余価値は，国際分業前の

均衡から分業後の均衡への価値体系移行における，その過渡的形態に他ならな

し、。

さて，この様な利益と不等労働量交換は次のように関連していると考えられ

る。

国際分業の形成によって先進国も後進国も剰余価値率，利潤率の上昇を享受

できる。国民的生産力差がある二国聞において，この様に両国が利益を獲得し

えるのは，それぞれの部門の両国間生産力差が異なり Cl>m)，困民的生産力差

が各生産力差の加重平均として定まり，先進国の労働が後進国のそれの η倍の

価値を持つものとして評価さわ，交換'i<れるということ川1 すなわち，国際間

で価値法則の修jfによって不等労働量交換が等価交換として行われること=搾

取による。

では，ここにおいて，搾取は先進国一後進国関係のどのような側面を批判し

うるものなのだろうか。

III 不等労働畳交換と先進国一後進国関係

国際分業形成による先進国，後進国双方の利潤率ないし剰余価値率の上昇は

国際間の搾取による。この関係において，先進国の利益と後進国の不利益を見

るならば，前者は利潤率の上昇，後者は労働量の損失ということになろう。し

かし，前者は後進国が搾取によって受取る利益と同質のものであるし，後者は

そのもつ意味が明確ではない。

¥ないで来ているようである。この点ば，剰余価値率の変動を見る上 Cは，国際価直請によるもの
との聞に相違をもたらすが，利潤率の変動については援用に問題はないように思われる。

17) ζ白ことは現象的には，貨幣の相対的価値の相違を通ずる，両国間における両財の絶対前価値
価格差として現hるU こ町長について詳し〈は木下悦二『資本主義と外国貿易H有悲悶1963年目

pp. 148.......152. 木原行堆「輸出による超過利閣り本質 4J r東京経士会誌P6号， 1972年 3月.

pp. 107~1岨を見よ。
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搾取によって，後進国は労働量において損失を被る。その結果， もL 等労

働量交換が行われるならば，他の生産的投資に振向けうる労働が不等労働量交

換によって，失われる。この点はー労働量とー労働量とが交換されるべきであ

るという考えかた，価値慨念が人間の平等性に基礎を置〈ものであるとする考

えかたからすればt北判の対象となる団。しかし，たとえそうであったとしても，

小等労働量交換は両国間に国民的生産)J差が存在するよとの結果であって，逆

にその存在を説明しうるものではなし、。不等労動量交換は等価値交換で山あっ

て，後進国はこの交換によってはなんら価値量における損失は被らず，従って

先進国にとって後進国労働の取得自体は価値量における利益をもたらすもので

はない加。つまり，価値法則の修正による不等労働量交換自体は先進国の利潤

率を高め，蓄積を促進しそして後進国の蓄積を停滞させるというようなもの

ではなく，両者聞の生産力格差の継続を説明しえないのである。交換における

不等生をもって現状の先進国一後進国関係を批判しようするならば，等価値交

換のもとでの不等労働交換という価値から切断され，経済学的意味の不明瞭な

議論よりも，西欧不等価交換論の様な，賃金率での不等生という明確な議論の

方がより有効な視角を提供できるのではなL、か印。

18) 名和統一「故市松要教授との国際価値論争を顧みてーー貿易理論と労働価値説J r世界経済評
論J1975年6月号， p.46，唱瀬成芹前掲論文， p. 151事照。

19) 国際価値論の提起者である名和民はこの不等労働量交換を不等価交換とした『国際貿易にお
付る不等間交当換の問題J1948年4月，木下編前掲書所収入しかし，山本一三丸氏。批判『等国

交換論J r立教蒋砕学研究J4巻 2号1951年 3月〉以来不等労働量交換は等価主張であるとい
う見解が通説的である。

2の これに閲して，先進国が獲得する超過利潤の源泉が後進国世働にあることを強調する見解があ
る(木原行雄「輸出による超過利潤D本質について13Jr東京経大会話.!l137号， 1984年9月，柴
田回弘前掲論文，同「貿易の超過利潤の本質k源慢と作用についてH金沢大学静済論集~ 16号，

1979年3月， I貿易の超過利潤と 般的利潤体一一世進国の場合一一」同誌17号， 198C年 3月)0

これらの見解では， 控進国が獲得する超過利潤は搾取された自己の労働を取戻すζ とによると

され!後進国の超過利潤獲尋と被搾取が整合化されている。しかし，価値と切離された生の労働
の取得が超過利潤の袈得にどのように結び付く白かが不明確な点，市場価値怯~Uの適用による劣

悪資本から優良資本へり価値(国際価値〉移転を搾取としているのではないかという点で，疑問
がある。

2)) 西欧不等価交換論の論者としては A.= マ ニ 斗 エ ル (UnequalExchage: A Study 01 the 

Imterialism 01肝 α点 NewLeft Books， 1972).丘アミン (L'echange inegal et la loi de 

la山leuT:la fin d' un debat， Anthoropos， 1973.花崎皐平訳「不等価安換と価値決則』亜紀ノ
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価値法則の修正の結果としての不等労働量交換=搾取は，交換における労働

量での不等性，分業形成による利潤率の変動を問題とするかぎり. i平等な」

関係を造りだすのである叩。従って，この側面からは先進国と後進国の間の生

産力差が再生産されている資本主義世界経済の構造には迫りえない。それゆえ，

この「平等な」分業における不平等な先進国一後進国関係という問題を解くた

めには，交換関係から分業の構造の分析に視点をうっさなければならなL、叩。

IV 資本主義国際分業の構造

先進国と後進国との問の格差の素因を両国聞の国際、分業のありかたに求めよ

うとすることは新しいことではない。第二次世界大戦後，ヌルグセ，プレピッ

νュらによって行われた，伝統的貿易諭の批判と，輸入代替工業化，幼稚産業

保護という発展戦略の提起は却まさに先進国中心の国際分業のありかたへの批

判であった。また，国際価値論の側でも，初期の名和一赤松論争のー中心テー

マは農工間分業における後進国の不利をめぐるものであった L}5)，後進国の農

業固化に国際間搾取の中心問題を見出だす論者も少な〈ない"，。

これらは基本的に先進国後進国聞の工農分業を批判するものである。し

かし，先進国後進国間分業を工業対農業という商品の使用価値的属性から批

¥、書房1979)がいる。彼等は，生産価格論タ ムで，特に賞金率的不等性に着目し℃議論会展開し
ている。この点を重視L，また評価する論者に， 本山美彦 C~貿易論序詩臼有斐閣1982年，特に
その 7，8.9，10章)，本多健吉 C[国際的不等価交換について 中心周辺資本主義構成体
聞の生産物究換に関する一試論一一J ~経済学雑誌司 85巻 6 号， 1985年3月〕両氏がおられる。

22) 渋谷将[生産の国際的関係，国際分業」木下，村岡編前掲書所収， p.1790 

23) 木下悦二「固際経拝と労働価値説」同書所匝， p. 15fi参F咽

24) Nurkse， R" Patterns 01 Trade and Development， Aimqvist & Wicksell， 1959大畑弥七訳
『外国貿易と経揖発展」〆イヤぞンド社1960年 ditto，Problems 01 Capital Formotion in 

Underdeveloted Countries， 1953.土屋六郎訳『後進諸国町資本形成』厳松堂1955年， Prebisch. 
R.， 'ιComrnercial Policy in the Underdeveloped Countries"， American ECon01町cReview， 
May 1959 を参照。

25) 乙の点は特に赤松要民によって後進国の「低転換」の問題として重視された汀白日貿易にお
け~不等価交換J 1949年4月，木下煽前掲書所収入

26) 木下悦二「国際分業と国際間の搾取についてJ ~経済学雑誌，~ 27巻6号， 1952年12月， p. 12 

参照。
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判するのみでは不充分ではないだろうか。この視点からは現状の先進国一後進

国関係を克服する方向として，後進国の工業化による国民的生産力の発展とい

う道しか見いだしえなし、。それは，プレピッシュらの理論も国際価値論による

ものも同じである。工農分業の資本主義国際分業における基底性は否定でき

ない。けれども，両国間の格差の素因を農業巳見るかぎり，なぜ後進国が不利

な農業にとどまり続けるのか，そして今日少なくない後進国が工業化を成しと

げているにもかかわらず両国間の関係が皮革されないのか， という疑問に答え

えない。

それゆえ国際価値法貝Lが条件づける国際分業の構造を考察しなおすことが必

要とされる。そのために，国際価値法則による分業形成のキータームである国

民的生産力差の持つ意味から見直してみよう o

先進国と後進国の問に生産力差が存存するということは，両国の生産方法が

相違しているということである。従来，この相違は国内と異なり資本が国際間

で不可動であ品という世界市場の特殊性により生産方法が一元化しないためで

あると考えられてきた山。しかし資本の国際間不可動という仮定は現実にそ

ぐわないばかりか，理論的にも資本は移動することによって高利潤が得られれ

ば移動すると考えるべきである加。その場合，単に資金のみならず生産技術の

移転をも考慮にいれねばならない。従って，後進国においても条件さえ満たさ

れるならば』先進国と同じ技術で生産が行われる可能性がある。よって，後進

国の可能な生産方法は必ずしもその資本の生産力にはもとづかなくなる。事実，

現在の後進国の生産力は先進国からの技術移転に依存していることは常識に属

することであろう。

27) 例えば，木下前掲書， pp.101-102を参F民
28) 吉信粛氏は世界経済が各国民経済から形成されていることと労資の国際間の移動の制約の関慌

について，次的様位述べらわる。 r骨資の持動の制約について言うならば， これは国軍司土台に
対する影響のー側面を表現するにすぎないわけであって』それから逆に国家が引きだされるので
はない。国家は場合によ yてはその国際的移動を促進するように働きか汁るのである。そのこと
によって ーますますその存在意義を明らかにするJ(r国際分業における国家範鴎について」
「国際経済j 18号1967年10月， pp. B~9)。
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それゆえに，先進国と後進国との聞の国民的生産力差は，先進国の生産力と

後進国へ移転された(あるいは移転を想定された〉生産力との差である。ただ

し， 資本可動の場合， 一般に言われているように， 高生産カ国資本は比較劣

位部門において後進国に移転することが国内にとどまることにくらべて有利で

あるのみならず，優位部門においてもその高生産力をもって移動するならば，

園内にとどまる資本に比べて競争上優位に立もうると考えられる2ヘ従って，

完全な資本可動のもとでは両国間の生産力差は平準化すると推論しうるが，事

実としては格差は存在し固定化している。このことを踏まえれば資本可動とい

う条件のもとでも生産力(技術〉の移転は制限されτいるとみなさざるをえな

い。よって，両国間生産力差は先進国がもっ生産力よりも，後進国ヘ移転しう

る生産方法の生産力が官いこと，あるいは同じ生産方法を移転したとしても後

進国の社会的生産条作によって生産力差が生じることの結果であると考えられ

る。

ととで，後進国に移転しうる生産方法(移転を想定しうる生岸方法〉を「標

準化J301 した生産方法と呼べば， 一つの部門について高生産力の生産方法と標

準化したものという二つを考えることができるo 先進国にとってもし一国だけ

ならば，全ての部門において高生産力生産方法を用いて生産することが最適で

ある。 しかし，自国よりも劣った生産力体系をもっ別の経済を造りだせれば，

これとの聞に国際分業を形成することによってより生産力を上昇させうる。こ

の経済が後進国である。国際価値法則は，先進国の生産力体系と後進国に移転

29) この点は出中章子書民によって指抽されている cr西ョ-"'""ハにおける国際価値論争 明代

世界経済論構築の試み j上下， ~世界経済評論Jl 1977年， 7， 9月号l 下 p.76)。
30) この「標準化』という慨念は， R ヴァ ノンのプロダクト・ヲイフ・サイクル理論において

用いられたものである。本来は商品について用いられ，技術的にはどこででも同じ条件で生産を
符なえるまでに商品が成熟したとき，その商品は標準化したという。プロタクト ヲイフーサイ
クル理論kついてはつぎの文献を参照。 Vernon，R “Int目 national Investment and Interna 

tional Trade in the Product Cyde "， Quaterly Journal 0/ Eco印刷CS，Vol. 80， May 1966 

d川 o.Sover“~gnity 叫 Bay; Thc Multi叩 tionalSpread 01 u.且 Enterprises，霊見芳治訳『多

国籍企業の新展開一一追いつめられる国家主権一一』ダイヤモンド社1973年， 第 3章。 Hirsch，
s. L町 ationof 1 ndustry田ldInternatinal Competitiveness， Oxford Univ. Press， 1967 
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を想定しうる生産力体系との間に作用 L 後進国主国際分業に編成するa九こ

のことが資本主義国際分業の一つの重要な性格であると考えられる。

また，この分業を別の面から見れば，次のようなことが言えよう。

分業形成は比較生産力差によるのだが，各部門の生産力差の大小は高生産力

生産方法が新たに開発される速度と生産方法が標準化される速度とによる。生

産方法開発の可能性は新しい産業分野では大きし旧分野では小さい。新分野

では市場の開拓等，特別剰余価値生産以外の技術草新誘因が存在するのに対し，

旧分野では市場は開拓されつくし，生産万法改善の余地も技術革新への誘因も

それにかかる費用との関連で小さ〈なると考えられるからである。よって，両

国間において新産業部門の生産力差は大きし旧産業部門のそれは小さいと想

定できる。このような生産力差においては国際価値法則は先進国=新産業部門，

後進国=旧産業部門という分業を編成する'"。

以上のように資本主義的同際分業者(2-:らえられた。次に，そとでの先進国

後進国聞の不平等性，すなわち格差の再生産構造はいかなるものであるかを明

らかにせねばならなL、。

議論 Lてきたように，両国において生産に用いられる生産方法は先進国では

高生産力生産方法，後進国では標準化した生産方法である。ここにおいて，国

民的生産力差は 1よりも大きし両国間で不等労働量交換が行われる。分業に

おいては先進国は新産業部門に特化し，後進国は旧産業部門に特化している。

31) 先進国が後進国を分業に編l北Fるという視点は本山美彦氏によって強調されている〈前掲宮
pp. 204.......206， r不等価主換論と国際価値論J根岸隆』 山口重克編『二つの経済学 対立から
対話へ』東大出版会1984年〉ロ民はこの点に拠っ L また，西欧不等価交換論の問題恵識を重視
する立場から，棲進国のi~賃金率とプロダクト，ライフ田サイクル論とを組合わせることによっ

て国際分業を把腫し，後進園田不利化を理論イじされている(前掲害第10章〕。
32) 多国籍企業による企業内世界分業は最新の部門を後進国に移転することを可能としてし唱。た

だし，この場合移転されるのは，輸入原料1 中間財を組立て加工する工程である(小川雄平『多
国籍企業と東南アジア経済」大阪市立大学蛙皆研刑者・奥村茂次 山崎春成編『多国籍企業と発
展途上国』東大出臣会1977年〉。このように生産工程のレヴェルでの分業編成の理論としては次の
文献参照。 Hays，R. H. and S. C. Wheelwright，“ Link manufacuturing process and product 

li.fe cycles "， Harvard Business Review. Jan.-Feb. 1979. ditto. '白 Thedynamics of process 

p.roJuct life cycles "， Harvard Busine55 Re'View， Mar.-Apr. 1979. 
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この分業において両国の生産力が発展していく時，国民的生産力差は三方向の

力の作用を受ける。一つは各部門における高生産力生産方法と標準化した生産

方法との生産力差の縮小という作用である。新技術の標準化が次々と進んでい

〈一方，各部門において技術革新の可能性が枯渇していくためであるo もう一

方向の力は先進国による新たな産業分野の開拓による国民的生産力差の拡大で

ある。先端分野では生産力差は非常に大きしまたその様な部門の出現は既存

の部門に対しでも新しい成長の可能性を与えるためである。このーょっの力に国

民的生産力差は左右され，その ζ とが分業編成を変動させてゆ〈。それには三

コの場合が考えられる。

まず，先進国の先端産業開拓による国民的生産力差の拡大が標準化の進行に

よる縮小と同程度であるとき，国民的生産力差は変化せず，交易条件も同様で

ある加。ただし標準化の進行によって，新たにある部門の生産力業が国民的

生産力差以下Eなり後進国での生産が有利となる n

次に，拡大効果が縮小効果を上回る場合，国民的生産力差は拡大し，交易条

件は後進国にとって不利化する。この時には国民的生産力差の拡大と標準化の

進行が相乗し，先の場合よりも多〈の部門で後進国に優位が移仇優位の程度

も高い。

最後に，国民的生産力差の拡大効果が縮小効果を下回る場合，国民的生産力

差は縮小し，交易条件は先進国にとって不利化する。この時には，国民的生産

力差の縮小と標準化の進行が相殺されて，第一の場合よりも後進国に優位が移

る部門は少なしその程度も低い。

ここで，後進国にとって，新たな部門の比較優位化はより成長の可能性の大

きい部門の獲得を意味する。新比較優位部門はこれまでの部門よりも新しい発

3可〕 後進国の安易条件は国民Il'J牛産力主の減少関数である.先週固における技術進会長の速度と後進

国への技術事転のそれとの関連において両者間町交易条件の変動を述べたものとしては Krug

rnan， R.，“A Model of Innovation: Technology Transfer and the World Distribution of 

Income て}ournal01 Political EC01κmy， Vol. 87， No. 2， 1979，がある。そこでは，技前移転

と技術進歩町相対速度が先進国での貫金串変動を媒介として交易条件と結びコけられている。
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展水準の高い部門であり，また標準化した生産方法と高生産力生産方法との生

産力差もより大きし追付きによって生産力を高めうる可能性が大きいもので

あると考えられるからである。

従って，以上三つの場合を考慮すれば，後進国の，より発展水準の高い部門，

生産力成長の可能性の大きい部門の獲得は先進国の技術革新，先端部門の開拓

の進展に依存する。この点において後進国の発展は先進国の発展に従属し亡し、

'Z30 

この従属によ畠両者間関係の不平等性は次の様なものである。第 に先進国

は技術卒新の能力のみならず，標準化した技術をも独占していると考えられ

る加。従って，ある部門の生産力差が国民的生産力差以下になわ，後進国での

左主席が有利になったとき，先進国資本は自ら後進国内で生産を行うことによっ

て利益を獲得しうる。自らが完全に進出しなくとも合弁や技術提携という形で

資本を節約しつつ生産の利益を受取ることができる。更に，標準化した技術を

後進国に有償で移転しうることによって， 自国内では道徳的に陳腐化した技術

によって利益を得，技術革新に伴う負担を軽減できる8830後進国のiJ!Uから言え

ば，その様な負担を負わなければ国際価値法則によって比較優位となった部門

での生産活動の利益を享受しえないのである。

第二に，後進国がそのような犠牲を払って獲得する比較優位部門は，それま

で先進国において生産が行われており J しかも商品の標準化が進み，需要が相

対的に開拓され尽くした部門であって，生産を拡大するためには先進国内の生

産者との競争によって巾場を勝ちとらねばならない。この様な部門においては

34) 例えば，ウォレンは先進国の発展とともに後進国の進歩があったことを指摘している(Warren.

s..“ Illlpe:riali:sm alld Capitalist IrldustriabzatユQn"， Ne也 LeftReview， No. 81， Sepは Oct.

1973. p. 6.)。

3b) この点はへライナ によって指摘されている (Helleiner，G. K.，“ Manufactured E:λport from 

Less Developed Countries and Multin出血alFirms". The Economic Jo即日l，March 1973. 

p. 31.)。

3め この点はサウによって強調されている(S削ヲR..Unequal E:τchange， lmperialism and Under 
devel，中ment;AηEssay on Political Economy 01 World Capitσlism. Oxford Univ. Press， 
1978. p. 59)。
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後進国は競争上の優位を持つてはいるが，先進国の貿易政策いかんによっては

重大な障害に直面する。その様な障害は先進国の停滞によって国民的生産力差

が縮小するときにこそ大きくなる。

以上，先進国は自らにとって生産力上昇の可能性が小さくなった部門を後進

国へ移転し，後進国を自らの蓄積に合せて分業に編成するのである。

ただし，この分業は単に不平等なのではない。後進国は分業に編成されるこ

とによって閉鎖経済下よりも高い生産力を獲得でき，分業の展開の過程におい

てより高度な技術を修得し，産業構造を高度化きせうるのである叩。後進国が

国際価値法則の作用に反して分業からの離脱，すなわち保護貿易政策，幼稚産

業保護政策を選択するならばJ それは牛産力水準の後退を意味するaω。後進国

の社会的労働牛産力は分業関係への従属によって常に進歩することが可能とさ

れるのであって"九ここに後進国をこの関係にとどまらせる力がある。

この様に，資本主義国際分業のもとでは両国が発展しつつも，後進国の発展

は先進国のそれに従属し両国間の格差は維持される。別の表現を採れば，世界

的平均労働の生産力が発展してゆくなかで国民的生産力差が維持される。そし

て，後進国経済は先進国の生産力体系を補完するものとして再生されていくの

である o

V おわりに十一国際価値法則左資本主義国際分業

国際価値論では，諸論者はリカードゥの二国二財そデノレによって国際価値法

則の究明に努めてきた。その課題にとって，国民的生産力以外は同じ条件をも

っ，独立した二つの資本主義国という設定は有効なものであった。それは国際

37) この様に分業をとらえる見解は小島清氏に見られるく小島清『日本の海外直接投資』文員堂
1985年，第一，二章〉。

38) 先進国の保護政策は佳進国のものと異なり，生産力の桂退を生じさせるものではなしありう
ベき生産力上昇の暫定的延期である。特に劣位部門については，遊体資源の発生という損失とり
比較ピおいて行われるものであり，後進国町幼唯産業保護とは性格が異なる。

39) へライナーが多国籍企業による下請け分業への参加が桂進国の発展自主要た道であるとし、うの
は，この局面を指すものと考えられ上う (Helleiner，ο.t.dt.. p. 31.)0 
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価値法則が国民的生産力差による価値法則の修正に他ならなかったからである O

そして，困際価値論はその設定において平等な貿易関係のもとですら，後進国

から先進国ヘ労働が搾取されることを明らかにした。

しかし，その設定は国際価値論の意図していた目的， -，なわち先進国一後進

国関係の解明にとっては不充分なものであった。本稿で検討した様に国際価値

論白この問題での中心概念である国際間の搾取=不等労働量交換は国民的生産

力美が維持きれてい〈資本主義世界経済の構造を解明しうるものではなかった

からであるo

先進国後進国間関係の分析のためには，国民的生産力差の持つ意味の吟味

が，国際価値論が前提としてきたことの検討が必要とされた。独立した資本主

義国聞の分業という設定を見直し，先進国によって国際分業が編成されるとい

う視点に立つことによって，資本主義国際分業における先進国一後進国間関係

への接近が可能となるのである。

そして，この様な国際分業の構造の把握を前提とする時，価値決定法則とい

う面を超えた，先進国 後進国間関係を規定する法則としての国際価値法則の

側面が明らかになる。国際価値法則は先進国による分業編成を条件づけ，また

後進国の分業からの離脱を回止するのである。

従来の設定における，独立した資本主義国聞の世界市場価値〔論者によって

は国民的価値の換算比率〉の決定メカニズムの究明という領域は軽視されるべ

きではない。しかし， その究明は世界経済において資本主義体制Jがどのような

ものと Lて形成されており，全体として再生産されていくのかという問題と切

離きれてはありえないと考えねばならないだろう。

(19陥年4月稿〉


